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本論文の構成 

 

 

第１章で研究背景として、日本のエネルギー事情や下水道行政事情についてまとめた。 

第２章で下水熱に関する研究やそこで用いられる技術について既存の知見をまとめた。 

第３章で本研究の目的についてまとめた。 

第４章で柏市全体の下水熱ポテンシャルを計算するとともに、柏市に存在する小規模施設

からの回収についてまとめた。 

第５章でケーススタディとして柏市公設卸売市場を選定した上で、そこで行ったデータ収

集と熱量推定、利用計画の検討をまとめた。 

第６章で総括として本研究全体についてまとめ、今後の課題を述べた。 

 



第１章 研究背景 
 

1.1 日本のエネルギーバランス 
 

	 2011年 3月に東日本大震災と東京電力福島第一原子力発電所の事故が発生したことが日

本のエネルギー政策全体の転換点となった。海外からの資源に対する依存度が高いことで

国際情勢に影響されやすいことがエネルギー政策の課題となっている。化石燃料に依存し

たエネルギー政策から再生可能エネルギーを活用していくことで依存を減らし、資源の乏

しい日本においてエネルギーの自給率を向上させ、安定供給を確保することができる。ま

た温室効果ガスの削減という点でも重要な課題である。(エネルギー白書 2017) 

 

 

	 現在の日本の一次エネルギー国内供給構成は下の図のようになっている。 

 
図  1 日本の一次エネルギー国内供給構成比率 (エネルギー白書 2017 より作成 ) 

 

 

 

 

 



	 エネルギー自給率は 2010年には 19.9%だったが、2015年には 7.0%となっている。2011

年の東北大震災以降、大多数の原子力発電が稼働停止して 2015 年には 0.6%となっている

ことが大きな要因である。地熱・新エネルギー等、水力を除いた自然エネルギーは年々伸

びてきているがそれでも 2015年に 4.0%と全体における割合は小さい。 

 

	 2014年に決定された「エネルギー基本計画」の中では 2012年度から 2030年度までの約

20 年間の間にエネルギー消費効率( 終エネルギー消費量/実質 GDP)を 35%改善すること

を見込んでいる。下の図は経済成長(1.7%/年)を達成した上での 終エネルギー需要目標で

ある。 

 

 

図  2 エネルギー消費量 (エネルギー白書 2017 より作成 ) 

 

 

  



1.2再生エネルギーによる分散型エネルギー回収システムの構築 
 

	 分散型エネルギーシステムの意義は、大きく分けて２つある。一つは今まで利用価値が

ないと考えられて破棄されてきたエネルギーを有効活用することで地域全体での CO2排出

量を削減することができる。もう一つは緊急時に大規模電源などからの供給に困難が生じ

た場合でも地域において一定のエネルギーを確保することに貢献できる。(空気調和・衛生

工学会, 1994) 

 

	 機器が広く普及するようになればコスト面でもバランスの良い分散型エネルギー回収シ

ステムとして重要な位置付けとなる可能性がある。小規模な再生可能エネルギー源を組み

合わせた分散型エネルギーシステムの構築を考える際に、個人や小規模事業者も参加しや

すくできるような枠組みが必要である。 

	 例えば、コージェネレーションは都市ガスや石油などを燃料とした発電の際に生じる排

熱を有効活用することで高いエネルギー総合効率を実現することができる仕組みである。

これはスケールメリットが重要であるため、各需要家である施設や家庭に適切な設備を配

置する必要がある。 

 

	 分散型熱回収の中でも排水熱利用は省エネとして大きな期待ができる未利用エネルギー

である。既存研究によって都市内に存在する排水にはエネルギーとして大きなポテンシャ

ルが存在することがわかっている。都市圏で利用されたエネルギーの１割弱が排水として

排出されていると考えられており、そのエネルギーのうち土壌への熱伝導によって夏季で

は 40%が下水道中で失われている。冬季では土壌との温度差が小さいために下水の熱輸送

には大きな影響を与えずほぼ熱を失わない。(中山ほか,2007) 

 

	 下水道は全国の電力消費量の約 0.7%(約 70 億 kWh)の電力を消費し、全体の温室効果ガ

スの 0.5%(約 621 万 t-CO2)を排出している。一方で下水汚泥の有機物や下水熱は大きなエ

ネルギーポテンシャルを有している。この下水熱を有効活用することで全体のエネルギー

消費を抑えることができる。下水処理量が年間約 147億 m3でここから熱量ポテンシャルを

計算すると 7,800Gcal/h となる。これは全量使用することが可能になれば約 1,500 万世帯

の年間冷暖房熱源に相当する。変換効率や放熱を考慮すると 終的な使用可能量は減少す

るがそれでも大多数の施設を賄うことができる可能性を秘めている。 

 



1.3 新下水道ビジョン加速戦略 
 

	 平成 26年に「新下水道ビジョン」が取りまとめられたあと、人口減少による個々の自治

体の経営の悪化や施設の老朽化などがさらに進行し、一方で海外の水ビジネス市場の活性

化や公共施設の運営方式の変化などを踏まえた上で平成 29年 8月に「新下水道ビジョン加

速戦略」が策定された。(新下水道ビジョン加速戦略, 2017) 

 

加速戦略重点項目は以下のようになっている。 

 

Ⅰ 官民連携の推進 

Ⅱ 下水道の活用による付加価値向上 

Ⅲ 汚水処理システムの 適化 

Ⅳ マネジメントサイクルの確率 

Ⅴ 水インフラ輸出の促進 

Ⅵ 防災・減災の推進 

Ⅶ ニーズに適合した下水道産業の育成 

Ⅷ 国民への発信 

 

	 この中の「重点項目 II 下水道の活用による付加価値向上」の欄において管渠更新や熱需

要者に合わせた熱交換器整備による下水熱利用の案件作成支援という項目が存在する。 

 

	 下水道事業における老朽化施設は増大しており、布設後 50年以上を経過した管渠延長は

平成 27年度末で約 1.3万 km、20年後には 10倍に増加する見込みと示されている。(新下

水道ビジョン加速戦略, 2017) 

 

 

 

 

 

  



第 2章 知見の整理 
2.1 未利用エネルギー 
 
	 未利用エネルギーとは夏に大気よりも冷たく、冬は大気より暖かい河川水や下水などの

温度差エネルギー、工場などの排熱といった今まで利用されていなかったエネルギーであ

る。資源エネルギー庁では、未利用エネルギーの具体的な種類として生活排水や下水・下

水処理水の熱、清掃工場の排熱、変電所の排熱、河川水・海水・地下水の熱、工場排熱、

地下鉄や地下街の冷暖房排熱、雪氷熱などをあげている。(エネルギー白書 2017) 

 

	 未利用エネルギーの賦存量と活用可能量の推計結果を下に示す。 

 

表  1 未利用エネルギーの賦存量&活用可能量  

 

賦存量 活用可能量 

 未利用エネルギー TJ/年 （％）  TJ/年  （％）  備 考 

ごみ焼却排熱 323,245 2.7 91,357 1.51 全国の一般廃棄物処理清掃工場を対象 

下水汚泥焼却炉排

熱 11,066 0.09 3,625 0.06 全国を対象 

下水汚泥消化ガス 7,444 0.06 2,285 0.04 全国を対象 

工場排熱  

1,286,97

1 10.74 

1,029,50

9 16.99 

エネルギー多消費６業種の１種管理指定工場を対

象 

火力発電所排熱  

2,829,09

7 23.6 

2,546,18

7 42.03 全国の一般＋共同を対象 

変電所排熱 4,256 0.04 4,256 0.07 全国の５万 KVA未満対象 

下水熱 451,666 3.77 314,271 5.19 全国を対象 

海水 743,434 6.2 743,434 12.27 首都圏、近畿圏のみ 

河川水 

6,297,80

6 52.54 

1,299,48

4 21.45 全国の１級河川を対象 

地下水 32,199 0.27 24,310 0.4 首都圏、近畿圏のみ 

(三菱総合研究所, 2012) 

 

	 すでに火力発電所排熱や工場排熱は需要地点と一体化していることもあり、実際に熱回



収されている。活用可能量が大きい海水や河川水は需要地点と距離が離れていることが多

く活用が難しいというデメリットがある点に対して、下水熱は活用可能量が非常に多いこ

とや比較的に都心行きの消費に近いところにあることから、活用が期待されている。エネ

ルギーを利用する方法としては主に熱交換器によって下水管外または下水管内で熱回収を

行った後にヒートポンプによって利用する温度に変換して用いることを想定している。(エ

ネルギー白書 2017) 

 

	 熱エネルギーは電気エネルギーとの違いとして以下の点が挙げられる。①離れた距離へ

の輸送が難しい、②まとまった熱需要を得られる地点が限定されている、③電気に比べて

比較的容易に貯蔵することができる、④気候や用途に対する影響が大きい。 

	 これらの特徴より熱需要は個別性を加味して考慮することが必要である。また上記の特

徴から需要地に対して接近していることが重要である。他にも関係者が多数に及ぶことが

あるため、関係者間の調整や許認可手続きに注意しながら進めることが必要である。 

 

 

2.2 下水熱エネルギー 
 
	 下水熱エネルギーとは都市内に存在する未利用エネルギーのうち下水中に熱の形で貯蔵

されるエネルギー熱量のことである。 

 



 
図  3 下水熱利用における温度差概要  

(国土交通省 ,  下水熱利用マニュアルより引用 ) 

 

水温と気温の差を利用して、夏に大気よりも冷たく、冬は大気より暖かい下水からヒート

ポンプを利用して回収する。下の図のように温度差が少なくなることで、電気使用量を削

減することができるため、需要家にとっては費用の削減が、都市全体としては温室効果ガ

スの削減が期待できる。 

 

 



図  4 下水熱利用のイメージ  

 

	 都市の低炭素化の促進に関する法律(2012 年)(通称エコまち法)のなかで下水道法の特例

として下水熱を利用するために、低炭素まちづくり計画区域で民間事業者が下水道の排水

施設に接続設備を設けて未処理下水を取水することが可能になった。 (国土交通省, 2012) 

  

 

 

 

  



2.3 下水熱回収機器 
 
2.3.1 ヒートポンプ 
 
	 ヒートポンプは冷媒を強制的に膨張、蒸発、圧縮、凝縮させながら循環させて熱交換を

行うことによって低音物体から熱を吸収して高温部へ組み上げるシステムである。エネル

ギー効率が従来のシステムより高いことが特徴となっている。欧米では熱利用を再生可能

エネルギーとして評価する動きもある。現在では家庭でのエアコンの空調に多く導入され

ているが給湯機器や冷蔵・冷凍庫など多様な種類の製品にも使用されている。高効率で大

規模施設に対応できるヒートポンプはオフィスビルの空調や病院・ホテルの給湯などにも

利用されており、工場や農場などまだ実例が少ない場所でも利用が期待されている。 

暖房や給湯でヒートポンプを使用する際には必要なエネルギーを１とすると、その約 5/6

を空気から取り出した熱エネルギーで賄うことができるので消費電力は必要な熱エネルギ

ーの 1/6で済む。 

 

	 初期投資がかかるが、ランニングコストを低く抑えることができるために試用期間全体

でコストを見積もる必要がある。また蓄熱システムを考慮することで電力負荷の平準化が

図られて設備の利用率が改善されて電力利用料金が引き下げられることにつながる。(日本

エレクトロヒートセンター) 

 
図  5 ヒートポンプの仕組み  



	 膨張弁が④の状態の冷媒を急激に膨張させて低温低圧にさせて①の状態へ、それを蒸発

器によって外部から熱を吸収し、蒸発させた状態が②である。圧縮器によって②を高温高

圧にした状態が③である。凝縮器によって③が液化されて熱を外部に放出する。そして④

の状態になる。 (日本エレクトロヒートセンター) 

 

2.3.2 熱交換器 
 

下水熱を回収する方式としては以下の７つが考えられる。(下水道新技術研究所年報, 2011) 

①	コンパクト型管外熱交換器方式 

マンホールにポンプを設置して取水した下水を地上にある熱交換器に流入させる方式。 

②	二重管熱交換器方式 

直接熱交換器へ圧送する方式。 

③	二重管式下水管方式 

下水管とヒートポンプの間に地中に二重管式下水管（熱交換器）を入れる方式。 

④	管組み込み方式 

下水管の中に熱媒を流す配管を入れて下水と熱交換を行う方式。インバート部分に組み

込むため実現が難しい場合が多い。 

⑤	既設管設置方式 

下水管の中に２枚のステンレス製の板を敷いて、板の下に熱媒用の配管を入れる方式。 

⑥	更生管組み込み方式 

下水管と更生管の間に熱媒を流す熱交換器を敷設する方式。更生時期と時期を合わせる 

必要がある。 

⑦	ロードヒーティング 

融雪利用の場合にヒートポンプによって加熱した温水をそのまま流す方法や、下水熱を

そのまま利用する方法。 

 

	 施設や場所によって事情は異なるが下水道からの熱回収は現在のところ①と③が一般的

である。技術の発展、また更新時期に差し掛かっていた場合④や⑥を検討する価値がある。 

  



	 熱交換器の場所における排水熱回収メリットとデメリットを下に示す。 

 

表  2 設置場所による熱交換器の利点・欠点  

 メリット デメリット 

家庭 比較的高温 

熱輸送距離が短い 

需要家と供給者が同じ 

雨水の影響が小さい 

供給量 100kWまで 

時間よって供給量が不規則 

排出物によって破損 

維持管理費用などのコスト 

下水管 大量の排水 

熱輸送距離が比較的短い 

維持管理が安全 

供給量 1000kWまで 

下水管網に依存する 

水処理に影響がでる可能性 

処理場 水処理に影響しない 

大量の排水 

排水が綺麗 

水が冷やされる 

供給量 10MWまで 

需要家と距離が遠くなる傾

向にある 

 

 

2.4 先行事例 
 

下水熱エネルギーや排水熱エネルギーの活用事例としては以下のようなものがある。 

 

	 国内の下水道施設での利用が 35 箇所（平成 24 年度）存在し、近年の事例だと境市鉄

砲町(平成 28 年度)の事例では、大型商業施設で給湯用の温熱利用を行ったあとに空調用で

冷熱利用をする「カスケード利用方式」を採用している。流量としては 1500(m3/日)となっ

ている。平成 29 年に予定されている名古屋市ささしまライブ 24 地区では、近隣にある下

水処理施設から再生水 30,000m3/日を送水する。空調用熱源が利用用途で、地域冷暖房とし

ての熱源用水を供給する予定である。(下水熱利用マニュアル) 

	 新潟市では市役所前のバスターミナル整備に下水熱を利用した歩道融雪に下水熱を利用

することを効果検証している。ヒートポンプを用いておらず、温められた不凍液を歩道の



下に循環させている。(国土交通省,新潟市の取組) 

	 他にも行楽１丁目でポンプ所から熱を供給する事業や芝浦再生水センターの下水処理水

を利用しているソニーシティの事例、仙台市のスーパーマーケットで管渠に熱回収管を巻

いて再熱している事例などがある。(下水熱利用マニュアル) 

 

	 海外の事例としては、フィンランドのヘルシンキでは市内インフラの 90%が地域熱供給

で賄われており、2006年から稼働している。カナダの選手村では 10度から 15度の下水を

熱源として低温熱供給を行なっている(三菱総合研究所, 2012)。ドイツのボーフム市では公

営温水プールに下水熱を供給して熱需要の 73%を賄っている。下水 少流量が 300m3/時と

大量の供給源となっている。(下水熱利用マニュアル) 

 

	 次に施設排水熱についての事例を紹介する。 

	 東京都の後楽園や札幌での融雪で排水熱を回収して利用するという試み（Funamizu et 

al, 2001）があり、この中で熱回収機器の維持管理のための洗浄技術と配置場所が重要だと

いうことを示唆している。他にもホテルの排水を用いて圧縮ヒートポンプシステムを設計

し、シミュレーションにより冬の週末以外は完全に賄うことができるという研究(Baek et al, 

2005)、ドイツの学生ホテルでの熱回収の実証実験(S. Alnahhal et al, 2016)や、中国での共

同風呂における排水熱利用の事例(Chao et al, 2012)、ゴルフクラブハウスでの浄化槽温排

水(排水量 大 2.5m3/h)を利用する事例(三和ほか, 2009)、ホテルでの浄化槽温排水(排水量

18m3以上/h)を利用する事例(東洋製作所ほか, 2014)などがある。 

 

	 日本と海外の熱需要の違いとしては、欧州では温熱需要が大きいが日本では冷熱需要が

大きい。そのため温熱と冷熱の配管が必要となってコストが増大してしまう。熱需要量も

相対的に小さくなってスケールメリットを発揮しづらい。また、都市計画的に公共熱供給

ネットワークが欧州等ではあるのに比べて日本では存在せず民間が主体であるため事業コ

ストがかかり、大規模な開発に合わせる必要がある。他にもエネルギーセキュリティや脱

石油、環境問題への関心の高さがある。(三菱総合研究所, 2012) 

 

  



2.5 下水熱に関する既往研究 
 
2.5.1 下水流量や下水温度について 
 
	 下水熱に巨大な熱量ポテンシャルがあることは過去の研究からすでにわかっており(三好、

1990)、一例として福岡市で消費される全消費エネルギーのうち水系に捨てられる割合は

4.3%、北九州市の場合は 1.9%である。(山下ほか、1991) 

 

	 GIS によって温熱需要と下水からの回収熱量をシミュレーションによってマッチングさ

せるというような手法が提案されている(一ノ瀬ほか、1996)。この研究はメッシュごとに排

出量や需要量を算出している。また同筆者は、東京 23区内において GIS上で処理区単位で

のヒートポンプ設置数に伴う利用可能熱量や需給関係を示した。(一ノ瀬ほか,2000) 

 

	 不正な接続によって流れ込む雨水の存在は本流の温度変化にほとんど影響を及ぼさない

(Schilperoort et al, 2012)。合流式下水道の場合においては、日単位で通常時に対する流動

の変動性は比率でいうと 0.25~1.50 だとわかり、一方で水温は 0.90~1.05 とほぼ変動性が

ない。(Cipolla et al, 2014) 

 

	 夏場の温度上昇の影響で下水熱の冷却水としての利用は熱源効率の工場に繋がりにくい

可能性があるが、都市排熱削減によるヒートアイランド抑制効果は期待されている。(地域

エネルギーマネジメントシステムの構築に係る実現可能性調査事業, 2012) 

 

	 熱回収によって下水温度が下がることで処理場での硝化脱窒反応にどの程度影響を与え

るかシミュレーションする研究結果 (Wanner et al, 2005)から、大きな影響を与えない可能

性が高い。ただし多数の地点で実際に回収した場合の結果ではないため将来的に複数の施

設が導入した際に問題が発生する可能性がある。この論文では下水管の温度は流入時に

も高く流下するにつれて温度が低下することが示された。 

 

	 下水熱利用のためには管路内における流量を推定する必要がある。実測値を計測する事

前段階として計画をするための推定手法が開発された。(三毛ほか、2014) この推定手法が

下水熱ポテンシャルマップ作成の手引きに直接採用されている。 

 



2.5.2 下水熱活用への研究 
 

	 下水熱利用を検討するために温度と流量から 適な回収地点を決定する評価フレームワ

ークを提示してケーススタディを行った事例では(Kretschmer et al, 2016)、 回収の際に処

理場への熱減衰への影響を考える必要があると述べられており、都市における分散絵エネ

ルギー源としては有効だが、熱による処理への影響を懸念している。 

 

	 家庭内の排水から熱を回収する際には、下水道へ家庭で使用する 90%のエネルギーが流

れ出ており、家庭で下水熱回収をすることで家庭全体の温熱エネルギー消費の 40%を全体

で抑えることができる。(Timea et al, 2010) 

 

	 下水熱回収におけるCO2排出量やライフサイクル評価まで行われており(池上ほか, 2008; 

池上ほか, 2009)、この中で利用温度差が２℃以下という結果が出ているため、５℃という

設定は過大評価されている可能性を示唆しておりこの点において注意が必要である。 

 

	 下水熱回収のために都市開発の方からアプローチをかけて、下水ポンプ所周りの土地用

途を変更して熱需要と熱供給のマッチングを行い、CO2 排出量削減を目指すといった方向

性の研究が存在する。(長谷川ほか、2013) 

 

 

  



第３章 研究の目的 
 

	 既存研究から、下水排水から熱回収をするという試みは各地で行われていることがわか

る。しかし基本的にスケールメリットの点から大規模な熱回収を行うことができる箇所に

限られている。一方で施設単体において排水から熱回収を行っている事業団体が複数存在

する。ここで二つの排水回収を重ね合わせることで小中規模施設でも熱回収の効果が向上

するのではないかと考えた。 

	 また社会的な背景として人口減少と下水管の老朽化を踏まえると、下水道に接続されて

いない地域は今後増加していくと予想できる。そこで既存の下水道だけではなく地域にお

ける排水全体を考慮した排水からの熱回収を検討していく必要があると考えた。 

	 他にも施設排水からの熱回収のメリットとしては計画、設置、維持管理が施設主導で行

うことができるため楽であること、多数の施設が下水管から熱を回収しようとした場合に

予想される下水管の持つ熱量低下に依らないことなどが施設排水からも回収することを同

時に考慮するメリットといえる。 

 

	 都市内の下水流量や水温の計測による都市規模に応じた傾向の把握 (Cippolla et al, 

2014) 、都市全体の水収支、熱収支を計算すること (澤部ほか,2012) など都市全体の排水

評価はすでに複数行われている。また下水熱冷暖房導入による CO2 削減評価 (池上ほか, 

2009) やフィージビリティスタディ(FS) (下水道新技術研究所年報,2011) も複数見られる。 

浄化槽施設 (三和ほか, 2009) や下水管からの熱回収 (栂野ほか, 2015) といった単体施設

からの熱回収事例についても複数存在する。これらの排水熱利用のためのケーススタディ

は主に大規模施設に集中している。排水からエネルギーを回収する際にはスケールメリッ

トが効いてくるためである。需要量と供給量がともに大きい大規模施設での活用が主に検

討の対象となっている。 

 

	 一方で都市全体において分散的に小中規模施設での排水熱利用が可能になれば大幅なエ

ネルギー削減を見込むことができる。ここで、小中規模施設での下水熱エネルギー利用の

見込みがどの程度あるかという点と、小中規模施設から排出される排水、熱回収地点と熱

需要施設の位置関係に着目してどの程度排水熱エネルギーを回収できるかという点を検討

する。これによって現在では難しいとされている小中規模施設での下水熱利用の可能性を

論じる。 

 



	 本研究では小中規模施設で排水熱回収導入を検討する際に位置関係がどれほど影響を与

えるかということを熱量の点から検討し、下水管からの熱回収と施設排水からの熱回収を

同じ枠組みで考えた場合の効果を時間単位で着目して推定することを目的とした。 

 

 

図  6 小規模施設における熱回収の概念図  

 

 

 

  



第４章 柏市全体における排水熱量推定 
 
4.1 柏市概要 
 

	 対象地域として柏市を選定した。柏市は千葉県の北西部に位置し、面積 114.74km2、人

口は 421,600人(平成 30年)の都市である。地形は概ね平坦で、商業施設が多く立地してい

る市街地や幹線道路沿いにある工場や事業所、離れた場所には田畑などが多く存在してお

り、利根川や大堀川など複数の川が市内に見られる。 

	 手賀沼処理区と江戸川左岸処理区という二つの処理区域をもっている。平成 28年度にお

ける下水道整備状況は下の表のようになっている。 

 

表  3 下水道整備状況  

 

(柏市 平成 29年度版下水道事業年報より) 

 

	 また老朽化が進んでおり、平成 27 年度において下水管は 1,255km の管路延長となって

いる。布設後 50年を経過する管路が増加してきている。管の入替え工事が難しい箇所では

長寿命化のための改築更新工事を行なっている。 

  

行政区域面積 11,474 ha 

市街化区域面積 5,453 ha 

行政区域人口 413,657 人 

処理面積 4,643 ha 

処理人口 372,446 人 

普及率 90.0 % 



4.2 下水熱ポテンシャルマップ作成 
 
4.2.1 概要 
 
	 下水熱ポテンシャルマップとは、下水熱利用にあたって利用者が計画・設計する際に下

水熱の賦存量や存在位置を把握するための情報を整理する地図である。ポテンシャルマッ

プによるポテンシャルの推計精度は検証事例によると、-10~-25%程度の誤差があると実測

値から予想されているがいずれもマップで推定した値より大きいため、実際に利用を検討

する際に推定値を用いた場合よりも大きな効果が見込まれる可能性がある。(下水熱ポテン

シャルマップ) 

	 柏市全域の下水道に流れている水量から、全体の熱総量を推定するためにまず市内にお

ける下水熱ポテンシャルマップを作成した。国土交通省が下水熱ポテンシャルマップ作成

の手引きを公開しているため、基本的にこれに沿った。(国土交通省,2014) 

	 構想段階に利用可能な広域ポテンシャルマップと事業化段階に利用可能な詳細ポテンシ

ャルマップの２種類が存在するが、今回はデータの関係上、広域ポテンシャルマップを参

考にした。 

 

	 柏市下水道局から電子化された下水道台帳データを提供していただいたため、通常手法

を元に一部独自手法を用いた。 

	 マップの種類、使用したデータや手法などを次の表に示す。 

 

  



表  4 データ一覧  

 

 下水道台帳電子データはシェープファイル形式のものを利用した。建物現況データについ

ては床面積が得られなかったため、建物面積で代用している。これによって実際の使用量

とは誤差が大きくなることが考えられるが、都市全体で見ると影響は小さいと考え今回は

このデータで進めた。ソフトウェアは FileMaker Proと QGISを用いて作成した。 

  

データ項目 概要 

マップの種類 広域ポテンシャルマップ 

利用データ 下水道台帳電子データ、建物現況データ 

ポテンシャルの算出方法 流量既知点における下水流量の実測データ 

マップの作成エリア 柏市 

ポテンシャル算出対象管路 処理区内のすべての合流管・汚水管を基本 

マップの算出スケール 管路における月別代表日の日平均ポテンシャル 

下水道台帳電子データ 

管路図形情報 

位置情報 

接続情報 

管路流れの方向性情報 

下水管用途情報 

建物現況データ 

建物図形情報 

位置情報 

建物の地図上の面積 

都市計画データ 土地利用データ 

下水流量データ 対象処理区内の下水道施設の日平均下水流量 



4.2.2 下水熱ポテンシャルエネルギー 
 

	 下水熱ポテンシャルエネルギーとは主に下水流量に温度差と容積比熱を乗じて算出され

たものである。これによって下水から回収できるポテンシャルエネルギーが推定値として

わかる。 

	 ポテンシャル熱量の計算は下記の式(A)のようになる。 

Qh = Cw ×Gh × ΔT   

Qh :日平均下水熱ポテンシャル[MJ/日] 

Cw :水の容積比熱(=4.164[MJ/㎥ K])(『JSMEテキストシリーズ伝熱工学』より) 

Gh :下水流量[㎥/日] 

ΔT :気温と水温の温度差[K] 

 

	 下水流量、温度差ともに測定可能な場合は、測定値を利用する。測定ができない場合は

推定値を用いる。 

	 下水流量は既知点である処理場における下水流量から全下水管に割り当てた。下水熱ポ

テンシャルマップを考える際には温度差を 5度と仮定して考えた。 

	 ポテンシャルの季節変動については、下水流量は各月の日平均流量基準に対して約±10%

の範囲内、各月の日平均流量に大きな変化が見られないという報告がある。(三毛ほか、2014) 

  



4.2.3 手法と結果 
 
	 計算フローを下記に示す。 

ⅰ. 建物の重心位置を計算した後、 近傍距離のマンホールと結びつける。 

ⅱ. マンホールごとの建物面積を計算する。 

ⅲ. 下水の流れに沿って、 終的にマンホールが受け持つ建物面積をそれぞれ集計する。 

ⅳ. 流量既知点から建物面積に応じて流量を按分する。 

ⅴ. 下水管の上流部分であるマンホールの流量を下水管と結びつける。 

これによって一本の下水管に流れる下水流量が推定できる。 

 

図  7 下水熱計算アルゴリズム  

 

 



 

図  8 作成したポテンシャルマップ  

 

	 上図を見ると、JR柏駅周辺は下水熱が大量に回収できる場所ではないことがわかる。流

域下水道に流れ込むまでの下水管の一定の距離区間において下水熱量が多いことがわかる。 

  



4.3 １日における時刻別の下水流量推定 
 

	 晴天日における一日当たりの流量までは上記の方法で推定ができるが時刻あたりの流量

としては一日におけるパターンを知る必要がある。ここで文献から代表的な値を引用する。

元の論文では実測値と推定値を比較しており、この手法の推定値は実測値に対して 0.7〜1.1

倍と精度が良いことがわかっている。（三毛ほか、2014） 

	 本来であれば上流の建物用途別延床面積に応じて補正をかけるべきだが、オーダーとし

て 5%以下であることが多いため、今回は無視する。 

 

 
図  9 一日間である下水管を流れる流量の割合  

 

	 一日の中で午前６時が も流量割合が小さく、22 時が も流量割合が大きいという結果

が出ている。(三毛ほか, 2014) 

  



4.4 下水量推定における課題 
 
	 建物が接続するマンホールが 近傍距離にあるものとは限らない。また実際には建物用

途によって排水量が異なることが想定される。実際の下水管の状態としては地下水の流入、

漏水などが発生している場合は実際の流量と誤差が大きくなる。また合流式下水道におけ

る降水や融雪を考慮していない。流量だけでなく温度変化にも影響する。これらの問題を

考慮して推定精度を向上させるには実際の流量測定点を増やす必要がある。 

 

	 今回は推定手法の中でも簡易的な方法を選択したが、実際に設計を行う際には実際に下

水管の流量を計測した上で見積もるべきである。またセンサーを無線で飛ばしてデータを

回収することも技術的には可能だったが今回の研究ではコスト面から現地に赴いて手動で

データを回収していた。地理的条件や時間や金銭面でのコスト、手間などを考えると下水

熱利用のためにはさらなる推定手法の向上や、水温と流量の検知技術が発展することが望

ましいと考える。 

 

	 ポテンシャルマップ作成事例としては仙台市、福岡市、神戸市、富山市など日本で複数

の地域が試みている。このうち富山市の役所で 2017年 10月に聞いた限りによると、ポテ

ンシャルマップを作成した後に具体的な下水熱回収の試みは行われていないとのことだっ

た。 

 

  



4.5 施設における運用を想定した計画 
 

施設排水と施設が使用する熱需要がどのような関係となっているのか検討するため、まず

面積当たりの施設排水量と熱需要量を調べて考える。 

 

	 水量推定方法として、浄化槽の排水量を求める際に使用する人槽算定表を用いる(フジク

リーン工業株式会社)。これを用いることで施設が浄化槽を使用して排水を処理していた場

合の計画排水量を単なる面積だけで求めるよりも精度が高い結果を得ることができる。基

本的には人槽算定表を採用して考える。 

 

	 別の算定方法として考えられる、施設用途別における面積 m2当たりの水消費量原単位を

下に示す。 

 

表  5 施設用途別の水消費量原単位  

種類 加重平均値(m3/m2・年) 相関係数 

事務所 0.7 0.67 

スーパー 0.84 0.69 

飲食店 1.06 0.76 

ホテル 2.47 0.7 

病院 1.75 0.36 

学校 0.72 0.83 

マンション 1.52 - 

スポーツ施設 0.75 -0.29 

福祉施設 0.89 0.64 

(建築物エネルギー消費量調査報告:第 39報より) 

 

	 このうち、病院とスポーツ施設は相関係数が小さいため、誤差は大きくなる可能性があ

る。マンションは戸数によって大きく変化するため誤差が大きくなる可能性が高い。よっ

て今回は参考程度に挙げておくものとする。 

	 建物における消費熱量は次の原単位を用いる。なお元の資料ではカロリーで示されてい

たが、熱量としてMJに単位を揃えた。 

 



表  6 施設用途別の熱需要量  

  

大需要(MJ/h) 年間需要単位(MJ/year) 

施設 単位 冷房 暖房 給湯 冷房 暖房 給湯 

集合住宅 戸 16.747 12.560 6.699 3349.4 8373.6 12560.4 

業務施設 m2 0.335 0.251 0.021 268.0 125.6 10.5 

商業施設 m2 0.502 0.251 0.042 502.4 75.4 20.9 

宿泊施設 m2 0.251 0.335 0.105 251.2 401.9 52.3 

医療施設 m2 0.419 0.544 0.377 209.3 418.7 753.6 

(都市ガスによるコージェネレーションシステム計画・設計と評価より) 

 

	 同資料に建物用途別の熱負荷量原単位が電力形式で示されているが、計算すると上記の

表と近い値になり、また 大需要量が重要であるために上記の表の値を基本的に用いるが、

施設の用途が具体的である場合には下の表を用いる。 

 

表  7 施設用途別の熱需要量（その２）  

	  給湯 暖房 冷房 

事務所標準型 16.3 58.1 104.7 

事務所 OA型 16.3 34 123.3 

病院 46.5 95.3 104.7 

ホテル 116.3 77.9 87.2 

店舗 23.3 93 139.5 

スポーツ施設 * 122.1 122.1 

住宅 18.6 34.9 46.5 

   

単位: W/m2 

* スポーツ施設に関しては電力総量 814MWh/yearの値のみ。 

 

	 熱需要に関しては需要に対して即時性が求められるため、たとえ年間需要を上回ってい

たとしても需要が多いと見込まれる時期に全量を活用できなければ有効利用することが難

しいという点が熱供給における課題である。この点を解消するためには別に蓄熱設備を設

ける必要がある。 

 

 



	 推定の流れは下の図の通りに行う。 

 
図  10 推定フロー  

  



例１	 東京慈恵会医科大学附属柏病院 

	 柏市の病院は 664床の一般床を持つ。また業務用の厨房設備を施設内に保有している。 

 
図  11 東京慈恵会医科大学附属柏病院  

 

	 ここから人槽算定表により、水量の推定値を求めることができる。 

 

表  8 病院の人槽算定表  

4 

医療

施設

関係 

イ 

病院療

養所伝

染病院 

業務用の厨房設

備又は洗濯設備

を設ける場合 

300床

未満の

場合 

n ＝ 8B 

n：人員（人） B：

ベッド数（床） 

ベッド数 300 床以下

1,000 （ℓ／床・日） 300床

以上の

場合 

n ＝ 11.43（B

－300）＋

2,400 

業務用の厨房設 

備又は洗濯設備 

を設けない場合 

300床

未満の

場合 

n ＝ 5B 

ベッド数 300 床を

超える床数 1,300 

（ℓ／床・日） 

300床

以上の

場合 

n ＝ 7.14（B

－300）＋

1,500 

ベッド数 300 床を

超える床数 1,300 

（ℓ／床・日） 

ロ 診療所・医院 n ＝ 0.19A 
n：人員（人） A：

延べ面積（m2） 
25 （ℓ／m2・日） 

	 ここから排水量が 863.2m3/dayとなり、ポテンシャル熱量としては、17971MJ/dayとな



った。一方で近隣を流れている下水量はポテンシャルマップの結果から、12666MJ/dayと

なった。オーダーとして病院は施設排水熱の方が下水熱より多く回収できる場合があると

いう結果が予想できる。建物面積は約 14000m2で、ここから暖房の推定熱需要量は年間需

要を 1/365 したものを考えると、冷房では 8029MJ/day、暖房は 16058MJ/day、給湯が

28906MJ/dayとなる。下水道と施設排水熱の両方から回収できる熱量ポテンシャルを合わ

せれば 30637MJ/day となって、ポテンシャル量だけで考えると施設全体の冷熱需要は

100%、温熱需要の 68%をカバーすることができる可能性がある。 

 
	 一方で病院内のコンビニだけであれば、コンビニの面積を 100m2と考えると、面積から

原単位を用いて計算して 大熱需要が冷房で 50MJ/h、 大熱需要が暖房+給湯で 29MJ/h

となるため、完全に熱需要を賄うことができる。値の確認のため資料から(建築の次世代エ

ネルギー源)、コンビニの年間熱需要を調べると 100m2に対して暖房が 12600MJ/year, 冷

房が 15100MJ/year となっており、上記の原単位概算は多く見積もっており、余裕がある

ことがわかった。 

  



例２ 旭小学校 

 

 

生徒数約 600人で、排水量は 30m3/dayとなり、ポテンシャル熱量は 624MJ/dayとなった。

一方で近隣を流れている下水から回収できるポテンシャル熱量は 113979MJ/day で、圧倒

的に下水道から回収できる熱量の方が大きい。学校に関してはオーダーとして排水熱を利

用するメリットは薄く、下水熱を利用した方が良いという結果が予想できる。 

 

表  9 学校の人槽算定表  

 

小学校の面積を 2000m2と考えると、冷房の熱需要は年間の値から 1/365して 1468MJ/day、

暖房+給湯の値は 57MJ/dayとなる。下水熱だけで十分に施設の熱需要を賄うことができる

可能性が高い。 

  

8 
学校施設関

係 

イ 
保育所・幼稚園・小学校・中

学校 

n ＝ 

0.20P 
n：人員（人） P：定員（人） 

50 （ℓ／人・日） 

ロ 高等学校・大学・各種学校 
n ＝ 

0.25P 
60 （ℓ／人・日） 

ハ 図書館 
n ＝ 

0.08A 
n：人員（人） A：延べ面積（m2） 16 （ℓ／m2・日） 



4.6 施設における回収可能熱量推定の考察 
 

	 4.5 で見たように施設によって回収できる施設排水熱と近隣の下水熱のバランスが異な

ることがわかった。例１の病院のように周囲の下水管のみから回収できる熱量に対して、

排水熱も用いれば全体で２倍の熱量を回収することができる可能性がある。一方で施設排

水を多く出さない施設では、下水からのみの回収と割合としては同じということがわかる。 

このように場所と施設用途に応じて施設排水熱と下水から回収できる熱のバランスを考え

た上で全体として熱量をどの程度保持しているのかといった検討が必要となる。 

 

	 また今回の簡易的な推定では施設と熱回収地点の距離による影響を考慮していない。よ

って次のケーススタディの際に距離による熱量減衰がどの程度生じるのかを考える。また、

本来熱需要とは時刻によって変動するものであって蓄熱せずに使用すると効率が良いため、

時刻別によるマッチングを考える必要がある。よって次のケーススタディでは距離の影響

と時刻に応じたマッチングの２点を中心に考える。 

 
  



第５章 ケーススタディ 
5.1 対象地域 
 
5.1.1 概要 
 
	 ケーススタディとして柏市公設卸売市場を対象とした。 

	 柏市場は柏市北部に位置しており、国道１６号線に面した場所で隣の駅はつくばエクス

プレス柏の葉キャンパス駅である。人口 135 万人を超える東葛飾北部地域を筆頭に首都圏

消費地のいずれからも交通の利便性が高い場所となっている。 

 

	 柏市公設卸売市場は昭和 46年から業務開始したため、施設全体が耐震不足であり老朽化

も進んでいる。平成 17年には市場移転計画も考えられたがその 6年後である平成 23年度

に移転が断念された。平成 26 年から施設整備計画が始動して 10 カ年で施設整備を実施す

る予定となっている。整備対象施設は 8ヶ所で、場内排水管改修は平成 33年度から予定さ

れている。 

 

	 柏市公設卸売市場の敷地面積は 80,058m2で主要施設は青果部、水産物部、花き部、関連

食品部と分かれている。そのほかにも管理事務所が施設内に存在する。施設内には一般の

人も利用可能なサービス店舗が複数立地していて、そのうちのいくつかは飲食店である。

開場時間は午前 5 時から午後 8 時までとなっているが、実際には午前中に多くの業者が出

入りしており、午前 12時以降から活発に施設内で取引が行われている。また内部のサービ

ス店舗も 13時ごろに店を閉めるため一般人の利用もそこまでというのが実情である。 

 

平成 28年度の柏市場の取扱高は下の表のようになっている。 

表  10 柏市場の取扱総量と取扱金額  

 

取扱数量（トン） 取扱金額（千円） 

青果  15,317 4,324,359 

水産物  14,082 15,223,537 

花き  * 1,435,461 

*花きは 21,726(千本) 

 



5.1.2 排水事情 
 

	 上水は井戸水を使用しており、月に 15,000m3の水を使用している。施設内には も大き

な本排水処理施設と、南側の洗面所、管理棟、サービス店舗、水産加工場由来の排水を処

理する 800人槽の浄化槽、北側の洗面所から生じる排水を処理する 500人槽の浄化槽、水

産棟の洗面所から生じる排水を処理する 105 人用浄化槽が存在している、水産棟からの排

水は排水処理施設で塩分除去をしている。この理由は水産棟からの排水は塩分濃度が高い

からである。処理された排水はそのまま近隣を流れている川に排出されている。 

	 市場の中で水産棟が も多く水を使用しており、一日に約 300m3の直接井戸から汲み上

げた上水を使用している。基本的な用途は水産棟内の床洗浄であり、排水される水温は上

水と同程度であることが予想される。水量が多いため家庭排水より塩分濃度は高いが BOD

は低い。 

 

 

図  12 柏市公設卸売市場地図  (柏市経済産業部市場整備課から頂いた資料を改変 ) 
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5.2 データ収集手法 
 

5.2.1 概要 
 
	 施設内における排水から熱回収を行う際には本排水処理施設で行うことが妥当だと考え

たため、水産棟から排水処理施設に流れ込む排水を対象に水温と水量を計測した。 

本排水処理施設で処理する排水に限定した理由としては他の浄化槽へ流れ込む排水は安定

した水量を確保することが難しいという点、現状では計測が困難という点がある。 

 

	 ポテンシャル熱量の計算手法はQh = Cw ×Gh × ΔT だが、このうち GとΔTの部分を推定

値ではなく計測値によって推定する。 

 

	 排水は水産棟から生じたものが、浄化槽の沈砂槽に流れ込む。沈砂槽は大気に触れた状

態で存在し、その場所で水温を計測した。 

 

 
図  13 本排水処理施設簡易概略図（自身で作成）  

 

 



 
図  14 データ回収地点の断面図  



 

図  15 本排水処理施設の沈砂槽及び設置した温度計の写真  

 

 



5.2.2 気温データ 
気温は我孫子市の時刻単位での平均気温のデータを使用した。(気象庁 HP よりデータを入

手) 

 
図  16 我孫子市の気温 (2017/5/25〜2018/1/14) 

 

計測した水温と気温の差を求めるために、気温としてこの値を使用する。 

 

5.2.3 排水量データ 
 
	 排水量の計測は流入水のメーターを動画で 24時間撮影し、これを２日分行なった。日毎

の大きなパターン変化は見られなかった。30 分おきに整理し、２日間の平均値を求めた。

終的に一日の排水総量 300m3をポンプのメモリの割合に応じて按分した。 

  



	 排水量は以下のような結果になった。 

 

図  17 ある 2 日における排水量  

 
図  18 平均排水量 (2 日間を平均した上で午前 1:00〜に修正して描画したもの ) 

 

	 23:30〜12:00あたりにかけて排水が発生し、ピークが 6:00にくることがわかった。ヒア

リングによって季節によって排水量と排水パターンに変化がないということがわかったた

め、この結果を１年間通して有効な値として設定した上で使用する。 



 

図  19 撮影した流入ポンプのメモリ  

 

5.2.4 水温データ 
 

	 水温計測は浄化槽の流入口に温度計を設置して排水温度を計測した。温度計はログを取

る必要があったため自身で回路を利用して作成した。事前に研究室で自作の温度ロガーの

精度を確かめてから計測地点に設置した。 

	 排水口のすぐ下の部分に接するようにおくことで、排水が出てきた部分からの温度を直

接計測できるようにした。こうすることで、浄化槽で処理される 中の温度変化を考慮し

なくて済むようになる。 



 

図  20 回路図  

 

 

図  21 回路の写真  



 

	 電池、ブレットボード、サーミスタ、電圧ロガーを使用して簡易的な温度計測装置を作

成した。サーミスタとは温度が上がると抵抗値が下がる抵抗のことである。SEMETIC 社

の 203ATを使用した。電圧ロガーは T&D社の Voltage Recorder VR-71を使用した。電池

は単三アルカリ電池を２つ直列に繋いで１カ月ごとに交換した。 

 

	 サーミスタの性能は以下のようになっている。(Semitec) 

表  11 サーミスタの温度と抵抗値  

温度(℃) 抵抗値(kΩ) 

0 64.88 

10 39.71 

20 24.96 

25 20 

30 16.12 

40 10.65 

50 7.181 

60 4.943 

 

	 事前のキャリブレーションの結果を下に示す。回路内の電流と温度の関係を調べて検量

線を引いたところ以下のようになった。 

 
図  22 回路における検量線  



R2＝0.999から温度と回路に流れる電流の関係がほぼ比例関係であることがわかる。 

 

  (V −Vx) = R1I   

 V  : 電池の電圧 

 Vx : サーミスタにかかる電圧 

 R  : 抵抗 (15Ω) 

 I  : 電流 

電流と電圧の関係から、電圧に対応した温度を求めることができる。 

 

計測した水温データは以下のようになった。 

 
図  23 測定した水温  

 
	 6/19〜7/8, 7/31〜8/5、10/1〜10/13に関しては、市場側の都合によりデータを回収するこ

とができなかった。10/30〜11/18 の期間は現地で確認のため温度計で実測した値に対して

異常値が多く検出されてしまったため、正しく計測できていないものとして除いた。傾向

としては夏場にかけては 20〜25度、冬場は 15度~20度であることがわかる。 

 

	 11/18〜1/3 の冬場にかけて上下の振幅が大きいように見えるためある一日を例にとって

拡大する。 



 

図  24 12/1 における水温  

 

	 12/1のデータでは、これは一例だが早朝と夕方から夜にかけて 20度を超える値が出てい

る日が複数日存在する。気温を考えると、5月の場合と大きく変化がないはずだと考えてい

たが実際の計測では差があるため、原因を考察する。 

	 現地でロガーではない温度計を使って計測した限りでは、10:30の時刻においては正しい

値が回収できていた。早朝にかけて高い温度の排水が生じている原因としては実際に水産

棟で使用した水のうちその時間では温水が使われていた可能性などが考えられる。主に夕

方から夜にかけて生じている高い温度の異常値の原因としては、排水が０Lの状態の時に謝

って温度を出しているのではないかという可能性がある。これはポテンシャル計算の際に

０となるため 終的な結果に影響は出ない。他にも 10/30〜11/18に異常値が多く検出され

た機器の影響が 11/18日以降も続いている可能性がある。 

 

 

5.3 日別における排水熱ポテンシャル量 
5.3.1 結果 
 
	 上記のデータを用いて本排水処理施設で回収できる排水熱ポテンシャルを計算した。 

	 水温のデータが得られた 5/25〜6/17、7/8〜8/24、8/26〜9/29、10/13〜10/29、11/19〜1/3

までのポテンシャル熱量の結果を下に示す。 

 



 

図  25 5/25〜6/17 の排水ポテンシャル熱量  

 

 
図  26 7/8〜8/24 の排水ポテンシャル熱量  

 



図  27 8/26〜9/29 の排水ポテンシャル熱量  

 

 
図  28 10/13〜10/29 の排水ポテンシャル熱量  



 
図  29 11/29〜1/2 の排水ポテンシャル熱量  

 

	 5月〜10月の期間においては 低で約 620MJ/day、8267MJ/dayという結果が出た。平

均では約 3000〜4000MJ/day 程度の熱量を持つことがわかる。11 月〜12 月における傾向

としては 低でも 6220MJ/day で 高値は約 19731MJ/day となった。全体を通じて

10000MJ〜15000MJ 程度の熱量が存在するという結果になった。 

 

5.3.2 考察 
 
	 理論値では 300(m3)×5(K)×4.164(MJ/m3K)=6246(MJ)となるが、それより春から秋にか

けては平均的に約 3000MJ という小さい熱量となっており、一方で冬場にかけては平均的

に 10000MJ以上と理論値より大きい値となっている。また冬場の方が熱需要が大きく、冷

房より暖房や給湯の方が熱返還効率も高いため、冬場においては活用できる可能性がある。 

 

 

  



5.4 回収地点と利用地点の距離による熱減衰 
 
5.4.1 市場周囲に流れる下水道が持つ熱量ポテンシャル 
 
	 ポテンシャル熱量の計算方法は第４章にあげた通りである。そこで計算した推定値を用

いて市場周囲に流れる下水道が持つポテンシャル熱量推定値を次の図に示す。 

 
図  30 柏市卸売市場と周囲を流れる下水道  

 

	 熱回収地点と熱需要家までの距離が実際に熱回収を検討する際の影響因子であることは

言及されているが(Elias, 2015、Du, 2014)、どの程度熱量が減衰するのか、ポンプにかか

る動力はどの程度の大きさなのかという詳細については述べられていない。よってここで

距離に応じた熱減衰や使用エネルギーの増加量を仮想的な熱移送管を設置して検討する。 

  



5.4.2 市場内における位置関係 
 

	 市場における本排水処理施設と下水管、施設における位置関係の図を示す。 

	  

 
青い四角が本排水処理施設、オレンジの四角が施設建物、青い線が下水管、赤い線のみ現

在では存在しない仮想的な熱移送管となっている。 

頭文字の意味はそれぞれ、 

S: 供給地としての建物 

C: 需要地としての建物 

である。 

 

 

	 ここで仮想的な熱移送管を設計して、熱量の減衰とポンプで移送するために必要な動力

を求める。 

	 まず仮想状態における熱移送管の条件を設定する。 初に熱交換器に敷設する熱媒管の

太さを内径 10mm、外径 20mmとする。 

 

	 排水口から本排水処理施設に移送される流量 300m3/day という結果から、温度差 5℃で

の利用を考慮して輸送熱量は 1500Mcal/day ( = 6280MJ/day)となる。ここから熱媒体の温



度差は約 20℃前後だと仮定すると、熱媒体に流れる流量は 75m3/day 必要になることがわ

かる。この単位を L/sに変換すると、0.868 (L/s)となる。 

 

	 上記の流量に対して、熱移送管の内径の大きさに対して流速が変化するために複数の場

合を想定する。A,B,C,D それぞれ内径と本数を変えた４種類の結果を以下に示す。なお実

際の設計で熱交換器に用いられるヒートパイプ内の流速は 0.3 ~ 2.7 という資料 (栂野, 

2015)があるためそれに従って流速がその程度になるようにした。 

 

表  12 ヒートパイプを流れる熱媒体の流速とレイノルズ数  

種類 内径 本数 断面積 断面平均流速 レイノルズ数 
単位 mm 本 m2 m/s - 

A 20 1 0.000314 2.763 55042 
B 20 2 0.000628 1.382 27521 
C 40 1 0.001257 0.691 13760 
D 40 2 0.002513 0.345 6880 

 

	 レイノルズ数とは、流れが層流か乱流かを判断するための無次元量である。2000〜4000

を超えると乱流だと判断できる。(今井, 1973) 

 

  
Re =

vDH

ν  
記号の説明とパラメータの説明を下に示す。 

 

表  13 レイノルズ数のパラメータ  

記号 値 単位 説明 

Re 

 

- レイノルズ数 

DH 0.02 or 0.04 m 代表長さ (外径 - 内径) 

v 求める値 m3/s 断面平均流速 

ν 1.004×10-6 m2/s 動粘性係数 

 

	 レイノルズ数を計算したところ、どの値も Re>2000となったため今回の場合は全て乱流

であると決定できる。 



5.4.3 熱移送で減衰する熱量 
 
	 熱移送管の影響で熱減衰がどの程度生じるかを理論的に求める。円管における保温保冷

伝熱計算式は以下の式で示される。(相原, 1994, HEISHIN) 

  

Q =
2π (θ0 −θr )
1
λ

ln d1
d0
+ 2
αd1

 

記号の説明とパラメータの説明を下に示す。 

 

表  14 保温保冷伝熱計算式のパラメータ  

記号 値 単位 説明 

Q 求める値 W/m 熱量 

λ 0.038 W・m-1K-1 保温材の熱伝導率 (ポリエチレン)* 

d0 0.02 m 内径 

d1 0.04 m 外径 

θ0 25 ℃ 内部温度 

θr 15 ℃ 外気温度 

α →下記参照 W・m-2K-1 表面の熱伝達率 

*ポリエチレンの熱伝導率は「建築材料の断熱性に係る性能値の公表について」より 

Qを求めるためには表面の熱伝達率を求めることが必要である。 

 

	 熱伝達率とは流体固有の物性地ではなく、流体の流れの状態や物体形状、種類や表面の

粗度で変化する。熱伝導率や流速が大きいほど熱伝達率は上昇する。（望月ほか, 1994） 

まず熱伝達率を求めるために必要なヌセルト数、プラントル数について説明する。 

 

	 ヌセルト数とは無次元量であり、対流熱伝達によって運ばれる熱量と熱伝導によって運

ばれる熱量の比を表したものである。 

 
Nu = hL

k
 

	 今回の場合では、ヌセルト数のうち円管における乱流の場合に当てはまる。また Reの値

から Gnielinski の式を代表として用いる。オーダーの確認の目的のために、Colburn の式

でも計算するが誤差が大きいことが経験則からわかっているため値は参考程度に止める。 



 

	 プラントル数とは無次元量であり、流体の動粘性係数と温度拡散率の比である。１の場

合に温度境界層と速度境界層の厚みが等しくなる。水ではプラントル数は 20℃で 7.01とな

り、これは温度境界層より速度境界層の方が厚いことを示している。 

 

 

表  15 プラントル数のパラメータ  

記号 値 単位 説明 

Pr 7.01 - プラントル数 (=20℃) 

ρ 998.2 kg/m3 密度 

Cp 4.1818 kJ×kg-1K-1 比熱 

 

下が Gnielinskiの式と Colburnの式である。 

 

Gnielinskiの式 

  
Nu = ( f

8 )(Re−1000)Pr
1+12.7( f

8 )
1

2 (Pr
2

3 −1)
 

fは摩擦係数、  f = (1.28log10 Re−1.64)−2  

 

Colburnの式 

  Nu = 0.023Re
4

5 Pr
1

3  

 

表  16 流速に対するレイノルズ数とヌセルト数  

v(m/s) Re Nu(Gnielinski) Nu(Colburn) 
2.76 55042 358.0 273.0 
1.38 27521 175.7 156.8 
0.69 13760 84.5 90.1 
0.35 6880 39.0 51.7 

 

Gnielinskiの式で求まった値を下式の Nuに代入すると熱伝達率 hが求まる。 

 
Nu = hL

k  

  
Pr = νρCp

k



表  17 ヌセルト数と熱伝達率  

記号 値 単位 説明 

Nu  - ヌセルト数 

h 求めたい値 W・m-2K-1 熱伝達率 (=α) 

L 0.02 m 代表長さ 

k 0.598 W・m-1K-1 流体( =水)の熱伝導率 

 

すると 終的に流速、熱伝達率、減衰する熱量は下の関係になる。 

 

表  18 流速に対する熱伝達率と減衰熱量  

種類 v Re 熱伝達率 Q(W/m) 
A 2.76 55,042 5,352 3.443 
B 1.38 27,521 2,627 3.441 
C 0.69 13,760 1,264 3.437 
D 0.35 6,880 582 3.428 

 

	 ここから流速が変化してもこの管径の差では、減衰熱量はほぼ変化せず熱量としても約

3.44W/m となることがわかった。よって一時間の間に 12.4kJ/m の熱量が伝達して減衰す

ることがわかる。温度差が 10℃の場合を想定しているが温度差に比例して熱量が減衰する。 

 

5.4.4 熱移送に要求されるポンプ動力 
 
	 ポンプの動力として消費される電力量を求める。消費される熱量は大部分が摩擦熱とし

て失われるとして考えるとマニング式から摩擦損失水頭 Hを計算することができる。 

マニングの式 

  
v = 1

n
R

2
3 I

1
2  

v: 流速(m/s) 

n : マニングの粗度係数( = 0.01) 

R: 径深(m) (= 内径/4 = 0.002/4) 

I : 勾配 ( =摩擦損失水頭 H/管長 10m) 

 



失われた摩擦熱がポンプで消費される熱量に等しいと考えると摩擦損失水頭 H から、消費

されるエネルギーPw(kW)は、 

  Pw = ρgHQ / 1000  

で示すことができる。 

 

なお実際にはポンプ効率が存在するため、軸動力 Pa(kW)は 

  Pa = Pw /ηP  

 ηP : ポンプ効率( = 0.7 ) 

で表される。 

 

	 また熱回収地点と熱使用地点を往復することを考えると２倍する必要がある。 

摩擦損失水頭 H、Pwと Paの値を以下に示す。なお配管 1mあたりの値である。 

 

表  19 摩擦損失水頭 H と Pw,Pa の結果  

種類 摩擦損失水頭 H Pw Pa 
単位 m kJ/h kJ/h 

A 1.79 55 78 
B 0.45 14 20 
C 0.04 1 2 
D 0.01 0.3 0.5 

 

	 熱量減衰は 12.4 (kJ/m・h)に対して A,Bの設計だとポンプ動力によるエネルギー損失は

78(kJ/m・h)、20(kJ/m・h)となり大きくなることがわかる。一方で C, Dの設計だと熱量減

衰の影響よりも小さくなる。設計の際にはこの２つの影響を考慮して熱量を考える。 

 

  



5.5 市場における設計 
 

上記の熱移送管を市場の距離に適用すると、下のようになる。 

 

表  20 熱媒管の長さと減衰熱量  

 20m 45m 60m 75m 110m 150m 230m 
A 1.8 4.05 5.4 6.75 9.9 13.5 20.7 
B 0.648 1.458 1.944 2.43 3.564 4.86 7.452 
C 0.288 0.648 0.864 1.08 1.584 2.16 3.312 
D 0.258 0.5805 0.774 0.9675 1.419 1.935 2.967 

単位 MJ/h 

 

	 まず本排水処理施設のみで熱回収を行うケースを想定する。その際に考慮することは本

排水処理施設で回収できるポテンシャル熱量と熱移送管による熱減衰、建物の熱需要量で

ある。 

	 建物の熱需要を市場の建物面積に適用すると、下の表のようになる。 

 

表  21 建物面積と熱需要  

 

	 150m2、480m2の建物は商業施設、780 m2、6800 m2、8700 m2の建物は業務施設である。

ただし、市場内の卸売が行われている時間帯、市場内の店舗が営業している時間帯は主に

午前中であるため、0時〜13時のみの熱需要を考える。 

	  建物用途 商業 商業 業務 業務 業務 

	  
建物面積

(m2) 
150 480 780 6800 8700 

大需要(MJ/h) 
冷房 75 241 261 2278 2914 
暖房 38 121 196 1708 2186 
給湯 6.3 20.1 16 142 182 

年間平均需要単位

(MJ/h) 

冷房 8.6 27.5 23.9 208.0 266.1 
暖房 1.3 4.1 11.2 97.5 124.7 
給湯 0.4 1.1 0.9 8.1 10.4 



	 商業施設のみを本排水処理施設からの熱回収で賄おうとした場合を夏と冬の場合で考え

る。なお消費熱量は 大需要量を用いているため、これを上回っている状態においては完

全に賄うことができる可能性が高い。 

ⅰ 夏 

	 夏場において 大のポテンシャル熱量を持つ 7/12を選定して、店舗の冷房需要と比較し

たところ、6:00~10:30 の時間帯のみ賄うことができるという結果になった。冷房はヒート

ポンプの効率も下がるため、排水熱のみでは夏場に有効利用することは難しいと考える。 

 
図  31 7/11(夏場 大値 )におけるポテンシャル熱量と店舗の冷房需要の比較  

  



ⅱ 冬 

	 排水が持つポテンシャル熱量が も小さい日は 11/29 となっているため、この日で検討

する。 

 
図  32 11/29(冬場 小値 )における店舗の暖房+給湯需要の比較  

 

	 市場内の排水から回収できる熱のみだと主な活動時間帯のうち、2時~10時までの時間帯

は熱量を有効活用できる見込みが高いが、それ以外の時間は安定して供給することが難し

い。 

 

 

	 次に下水管からの熱回収と本排水処理施設からの熱回収を併用する場合について述べる。 

	 作成した下水熱ポテンシャルマップより、A地点でのポテンシャル熱量は 650MJ/day, B

地点でのポテンシャル熱量は 1153MJ/day となっている。ここから、一日における時刻別

下水熱流量と本排水処理施設による排水量を足し合わせたものを計算すると、時刻別で次

の図のようになる。 

 



 
図  33 下水管と施設排水を併用した場合の時刻別推定熱量  

 

	 一日の間で、平均して A地点から回収した場合でも 600MJ/h以上の熱量を回収すること

ができる。B地点からだと、 低でも約 1000 MJ/hの熱量を回収することができる。この

値に対して熱移送管の表の値を比較すると、 も長い距離でも 230m+75m=305mで、Aの

33.24MJ/h の熱量減衰となる。よって A 地点からの回収に対して約 5%の熱減衰となるた

め、ほぼ移送管の距離による熱量減衰の影響は無視できることとなる。 

 

	 推定熱量を比較すると、A地点と排水施設で回収できる熱量は店舗における暖房+給湯で

使用する熱量のおよそ 4 倍となっている。このように組み合わせることで完全に市場内の

店舗の需要熱量を賄うことができる。冷房で使用する熱量にたいしては、A地点で約 2.7倍

となる。ヒートポンプの熱変換効率が 60%とだとしても 800×0.6=480MJ/hであるため、

十分に賄うことができる。 

 

  



5.6 考察 
 
5.6.1 他の卸売市場について 
 
	 柏市卸売市場で行なった検討結果が他の市場でも適用可能でも可能かどうか確認するた

め、他の市場にヒアリングを行った。9/7と 9/8に千葉市地方卸売市場と船橋市地方卸売市

場に訪問した。卸売市場内の水産棟の面積や取扱高を比べたところ、多少の差はあったも

のの排水量に大きな差はなく、３つとも約 300t/日前後ということがわかった。市場の利用

形態も同じことから深夜から明け方にかけてのみ排水されるということがわかった。この

ことからポテンシャル熱量もオーダーとして変化しないことが予想される。一方で需要家

として施設内の売店や飲食店と処理施設の距離が柏市とは異なり、どちらも離れていた。

このことから需要家の対象を新たに検討する必要がある、それ以外に水産棟でそのまま熱

利用を行い水産棟の冷暖房に使用するという可能性が考えられる。 

 

5.6.2 課題 
 
	 熱量減衰は全て理論値で計算しているため、実際に設置した際にはそれ以上に熱量が減

衰する可能性がある。またポテンシャル熱量を有効に活用するためには熱交換器やヒート

ポンプの熱変換効率によって回収できる熱量をできるだけ大きくすることが望まれる。 

 

	 熱伝導とポンプ動力による熱量減衰は距離が大きくなっても全体の回収できる熱量に大

きく影響しないことがわかった。一方で配管設備やポンプを設置する際のコストがかかる。

また、本排水処理施設からの熱回収のための熱交換器の設備投資コスト、下水管からの熱

回収のための設備投資コストがそれぞれかかる。施設からの熱回収において、熱量ポテン

シャルの有無よりも設備投資コストが大きな影響因子であることが課題点として残った。 

 

 

 

 

  



第６章 総括 
 

6.1 本研究のまとめ 

	 本研究では分散型熱エネルギー回収を進める中で小中規模の施設においても排水熱利用

を促進するため、下水管を流れる下水だけでなく施設から生じる排水からも同時に熱回収

を行うという手法を検討した。 

	 まず熱回収地点と需要施設の間の距離によって熱伝導やポンプ動力として熱エネルギー

が失われるかといった算定については、熱伝達による熱減衰量は全ての場合で約 3.44(W/m)、

ポンプによる摩擦損失水頭は 0.5~78kJ/(m・h)という結果になり、200m程度の配管でもこ

の市場の規模では全体の下水熱＋排水熱の回収量に比べると 5%以下と熱量の面で影響が

小さいことがわかった。 

	 ケーススタディの柏市卸売市場においては、市場内の店舗では下水と排水を組み合わせ

ることで夏と冬における需要熱量を完全に上回る熱量を回収できるという試算が得られた。 

 

6.2 課題 

	 今後の課題としては以下のものが挙げられる。 

①	熱回収地点と需要施設間の距離による熱減衰とポンプ動力の影響は小さいことがわか

ったため、残る設備投資コストが熱回収計画策定に対して影響を及ぼす可能性が高い。

ヒートポンプと熱交換器の設備投資や維持管理コストを考えると、２地点から回収する

ことは利用者にとって財政的な負担となる。一方で完全に熱需要を賄うことができるの

であれば長期的に見てメリットになる可能性がある。費用便益分析を行う必要がある。 

②	今回はポテンシャル熱量で議論しているが、実際の回収効率を考えると利用可能量の値

は減少する。ヒートポンプの回収効率を小さく見積もって 6割とした場合でも今回のケ

ースでは熱量を賄うことができるという結果になったが、柏市全体の下水熱ポテンシャ

ルマップについてはあくまでも推定値という結果となっているため、精度を向上させる

手法を開発する必要がある。 

③	水温や水量の計測方法は施設依存性が高い。下水熱や排水熱回収を促進していく上では

水温や水量を簡易的に計測できるような装置や推定手法の制度をあげることが必要で

ある。 

④	分散型熱エネルギー回収のうち、下水や排水を利用するもの以外に地中熱利用や河川水

利用など他の未利用エネルギーを活用した方が良い条件が存在する可能性がある。未利

用エネルギー利用のうち、施設に適したエネルギー回収を検討していく必要がある。  
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